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１．はじめに

この報告書は、平成８年９月１０日から同月22日にかけてミクロデータの提供の実態につい

て、カナダ中央統計局及び米国センサス局で調査してきた結果をとりあえず取りまとめた

ものである。この調査は敬愛大学外国調査旅費制度により補助を受けて行った。

本調査を行うに当たって、将来、日本においてもミクロデータの提供が制度として可能

になる方策を模索することも念頭において、両国のミクロデータ提供の実態を調査してき

たが、米国は1960年代初期にミクロデータの提供を始めたこともあって、約30年前の制度

発足時の経緯、当時あったと想定されるミクロデータ提供に対する批判又は反対の様子を

聞き出すことは出来なかった。この点ではカナダも同様であるが1970年代初期ということ

もあり、また、制度を作るに当たって統計法の改正が必要だったことから、閣議への統計

法改正の要旨説明資料等当時の様子を知る上で貴重な資料をある程度入手することが来た。

ミクロデータの提供は、政府統計機関の責任者にとってトレードオフの関係にある２つ

のどちらを優先するか、或いはどの点で調和乃至妥協するｶﾕで厳しい判断と責任を伴う問

題であると思われる。その１つは秘密の保護の問題であるし、他は統計利用者の統計利用

を高める問題である。前者を最優先すれば、秘密漏洩の危険を100%まで保証できないミク

ロデータの提供を諦めることであり、後者を優先すれば政策立案者、社会科学研究者、学

者を初め学生の統計利用は画期的に高まると思われるが、他方でもしミクロデータの提供

によって－度でも秘密漏洩が社会問題になれば、統計調査の基盤を支えている国民の協力

が得られなくなり、政府の統計行政は大打撃を受けることになる。従って、ミクロデータ

の提供は統計機関責任者の極めて重い責任と冷静な判断によらなければならない。米国、

カナダの両国とも、秘密の漏洩を防ぐための秘匿措置について極めて慎重な検討を行い、

提供の承認を行っている。ただし、このように慎重な検討の結果と思われるが、両国とも

これまで秘密漏洩がミクロデータの提供に伴って起こったことは一度もないとのことだっ

た。

両国がミクロデータの提供についてこのように積極的に行っている背景には、政府統計

機関の役割について日本と異なる考え方を持っているように思われる。それは、政府統計

機関はデータの提供者とユーザーとの仲介者であり、調停者の役割を果たすことであると

述べている点にある（資料1．p91)。日本の官庁統計関係者で彼等の役割をこのように考え
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ている者は殆ど居ないと思われる。統計調査をして、出来るだけ精度の高い統計を作成し

統計刊行物で公表すれば一仕事終わり、というコンピューターが普及する前の考え方を未

だに持ち続けているように思われる。巨大な記憶容量を持つパソコンが安価で手軽に使え

る今日、お仕着せの集計された統計表のみでユーザーが満足する時代は既に過ぎてしまっ

たように思われる。

２．両国のミクロデータの現状の要約

（１）歴史的経緯

米国のミクロデータ提供の開始は、カナダより10年早く､センサス局が1963年に1960

年人口住宅センサスのデータをl/1000の抽出率で作成したミクロデータファイルを提

供してから始まる。このミクロデータは、プライバシー問題等の観点から何ら問題も

無く一般に受け入れられ、また大変有用であることが認められて、1970年センサスで

は抽出率は１％に拡大され、1960年ファイルでは示されなかった地域情報も最小25万

人までの地域については示されるようになった。また、1960年代にはセンサスのミク

ロデータと内容的構造的にも対応するような経常人口調査についてもミクロデータフ

ァイルが公開され、1977年からは州別のデータも提供されている。現在では人口世帯

に関する調査の殆どについてミクロデータファイルが標準的な統計調査の成果物とし

て一般的な使用に供されており、それらは、多くの分野の研究者達によって広範囲に

使われているのが現状である。

一方、カナダは、1973年に1971年人口センサスのミクロデータの提供から開始され

た。このミクロデータの提供は1971年に統計法の改正が行われたことから可能になっ

た。その後カナダは５年毎の人口センサスをはじめとして、人口世帯に関する殆どの

統計調査についてミクロデータの提供を行っている。

（２）法律上の措置

米国は統計組織が分散型であるばかりでなく、各統計部局の統計業務を規定する法

律も分散型を取っており、センサス局のセンサス法をはじめとして、労働統計局、国

立教育統計センター、国立健康統計センター等の統計機関はそれぞれ統計法規を持ち、

統計業務を行っている。しかも、それぞれ制定された時期が異なり、審議された議会

の委員会も異なるため、法律上の文言もまちまちである、という問題を抱えている。

それでも、付表に示した11の統計専門機関については、秘密保護に関する点で文言

に多少の違いがあっても秘匿措置は守られるよに規定されているが、その他の機関に

いたっては（連邦政府で統計を作成している機関は約70あると言われている）統計法
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規すら持たないところもあると言われている（資料No.５)。センサス法では「この法

律のもとで事業所、個人から提供されたいかなるものも識別出来る形で公表してはな

らない」と規定しており、これを根拠に個人を識別できる標識を削除することでミク

ロデータの提供が行われている。なお、米国では、統計法規が分散型のため、各省庁

共通に適用される個人情報保護法や情報自由化法が論議の対象になるが、ミクロデー

タの提供において両法がどの程度効力を持っているのか不明である。

カナダは米国と異なり集中型の統計組織を持ち、統計法の下で統計行政が行われて

いる。1971年の統計法の改正で、それまでの個票から得られる情報の開示を全面的に

禁止していたのを、米国と同様に報告者が識別される形での開示を禁止することに改

正したことによりミクロデータの提供が可能になった。

（３）ミクロデータ提供の審議機関と提供の方法

審議機関：米国センサス局、カナダ統計局共にミクロデータを提供するか否か、提供

するに当たって秘匿措置は十分に取られているか否かを審議する機関を局内に設け、

かなり慎重な検討が行われている。両国共に共通していることは、審議機関のメン

バーが局内の職員で構成され外部からの者が入っていないこと～審議を受ける原案

は調査担当部局（カナダ）か広報担当（米国）から提出され審議されるが、この場

合詳細なマニュアルが出来ており、それに沿って原案が作られる仕組みになってい

る。

提供の方法：両国の提供の方法で最も大きな違いは、米国ではPublicUseMicrodata

と称して、主としてCD-ROMに記録されたミクロデータを誰もが自由に購入出来るこ

とである。これに対してカナダでは米国と同様にPublicUseNicrodataと称してい

るが、統計局との合意書を取り交わさないと購入出来ない仕組みになっていて一般

の人はなかなか手に入れにくい仕組みになっている。一方共通する点は、PublicUse

､Nicrodataでは秘匿措置が厳しく有用な情報までも削除されたり、分類を粗くする

等の利用上の欠点を補うため、使用の目的が局にも役立つという条件付きでいわゆ

る宣誓職員をセンサス局、統計局に受け入れている点である。これら宣誓職員には

企業事業所関係のミクロデータも名称等を削除の上で利用させている。ただし、分

析の結果は必ずセンサス局、統計局の職員がチェックするとのことである。また、

カナダではデータの使用料が高いこともあって、大学、研究所、政府機関がコンソ

ーシアムを組んでデータの提供をオンライン、テープ等々で受けているが、米国セ

ンサス局でも一部の大学とはオンラインでミクロデータの提供を始めている。

（４）ミクロデータ提供の現状

前述の通り、両国とも人口世帯関係のセンサス及び統計調査のデータは大部分ミ

クロデータとしても提供しているが、政府全体として見ると分散型を取っている米
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国の方が幅広くミクロデータの提供を行っているように思われる。それは、労働統

計局、国立教育統計センター、国立保健統計センター等々が、その所管する分野の

統計調査データばかりでなく、例えば国立保健統計センターのように出産記録のミ

クロデータを作成して提供するなど行政記録からも有用であればミクロデータを提

供している等分散型統計組織のメリットを生かしているからである。カナダのよう

な集中型の統計組織では、このように広範なミクロデータの提供は行えないのでは

ないかと思われる。

３．アメリカにおけるミクロデータの現状（主として連邦センサス局について）

（１）歴史的経緯

米国商務省センサス局が初めて一般目的用（generalpurpose)のミクロデータファイ

ルを公表したのは1963年で、1960年人口住宅センサスから1000分の１の抽出率で抽出し

たサンプルのファイルであった。このサンプルでは10年毎に行われる人口住宅センサス

から得られる世帯に関する詳細なI情報が含まれており、その家庭の住居の特徴と共に各

世帯員別に年齢、教育、所得、職業等々の情報が全て含まれていた。しかし、地域に関

する情報は殆ど含まれていない。この1960年センサスのミクロデータが、何の問題も

なく一般に受け入れられ、また大変有用であることが認められて、1970年センサスでは

抽出率は１％に拡大され、最小25万人までの地域情報が含まれることになり、更に互い

に独立した６種類の１％サンプルファイル、全部で人口の６％に当たるミクロデータフ

ァイルが公表され、利用可能になった。これらのファイルは誰でも購入出来、また利用

に制限は付けられていなかった。

1960年代にはセンサスのミクロデータファイルと内容的構造的にも対応するような経

常人口調査についてのミクロデータファイルも公開された。これは経常人口調査（CPS）

の３月補足調査から毎年作成されるもので毎年人口ファイル（ADF)と呼ばれているもの

である。この経常人口調査及びこれから作成されるミクロデータファイルの秘匿措置に

ついて一言付け加えるならば、この調査は地域抽出であり、どの地域が第一次抽出単位

として含まれるかの地図が利用可能であるが、一方ではその抽出された地域に含まれる

人口の最低基準は25万人でなければならない。従って、1976年迄は、毎年人口ファイル

の上で中心的な都市、その他の主要都市及び非主要都市が識別されてしまうので、もし、

抽出された郡（county）の人口が25万未満であればその郡のあるﾘＩｌｌの人口が数百万人で

あったとしてもそのﾘﾄ|は識別されない措置が講じられてしまう。しかし、1977年以降全

ての州が示されることになり、その代わりに必要な場合には抽出された都市コードは消
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去されている。

現在では、実質的に人口に関する調査の殆どについてミクロデータファイルが標準的

な成果物として一般的な使用に供されており、それらは多くの分野の研究者達によって

広範囲に使われているのが現状である。例えば、所得とプログラム参加調査（Incomeand

ProgramParticipationSurvey)の一般使用ミクロデータファイルはこの調査からの主要

なデータ成果物となっている。また、１０年毎の人口センサスからの一般使用ミクロデー

タ標本は利用者、特に社会科学の研究者にとって益々重要になってきており、これらの

ミクロデータファイルは多くの調査研究においてサマリーテーブファイルから取って代

わりつつあるのが一般的である。

（２）法律上の措置

①連邦統計制度における法的措置の特徴

アメリカの統計制度は世界の中でも日本と並んで最も分散型の制度が徹底して取ら

れている国である。そしてこの分散型の傾向は益々加速されている。政策の為に必要

な統計情報を新たに作る要請が高まると新たな統計部局が設置される（資料５）。例

えば、主要な統計部局は現在9つの省に11の統計部局があり、統計予算は合計で10億ド

ル以上（10年毎の人口センサス予算を除く）にも達している（省別の1995年の統計予

算は付表１を参照されたい）。これら一般に政府統計部局と呼ばれているものの他に

数多くの政府部課でも施策の実施とその評価の為統計調査の実施、その他の方法でデ

ータを収集し統計を作成している。０１＄（管理予算庁）のリストによると年間50万ドル

以上を統計予算として支出している部課は70機関以上にのぼるとしている。そして、

連邦政府全体の統計活動予算は1994年で約27億ドルと言われている。また、その特異

性としてあげられる点は、このような徹底した分散型の統計組織を持つ米国は、日本

やその他多くの国々と異なって政府全体に共通した統計法規を持たないということで

ある。

②センサス法（Titlel3）

現行のセンサス法は1976年12月に成立したもので、同名の法が1954年８月に成立して

以来数度の改正を経て現在の形に整ったと言える（但し、1932年６月にこの法律の母体

となっている法が成立している）。法の規定は日本の統計法と各省庁の設置法及び指

定統計調査規則を一緒にしたものとも言える。勿論、そこには精粗の違いがあり、ま

た、センサス法に含まれ、日本の法律規則で触れられていないものもある。例えば、

法第12条では商務長官の任務の１つとして、この法律の目的を遂行する上で必要と認

められれば機械的電子的開発を行う権限が与えられる、と規定している。ミクロデー

タの提供に係わるセンサス法上の規定は言うまでもなく秘密保護の規定と係わり、そ

こでは次のように規定している；
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第１章行政管理(Administration）副章１一般的規定第9条情報の秘匿及び例外

（a)商務省長官及びそれに属する局或いは課のいかなる職員も、この法8条による場

合を除き以下のことをしてはならない；

(1)この法律により提供された情報をそれが提供された統計目的以外に使用すること、

(2)この法律のもとでいかなる特定の事業所或いは個人から提供されたデータも識別

できる形で公表すること、

(3)商務省、それに属する局、課の宣誓した公務員または雇用者以外の者が個々の調

査票を審査することを認めること、

（b)特定の個人或いは事業所の秘匿措置に係わるこの節の上記(a)の規定は、本法第５章

副章IIIで規定された政府センサス(CensusesofGoverment)には適用されない。

上記(a)で触れられている法第8条の規定は、商務長官は、報告者又はその代理人から書

面によって要求があった場合、この法律に基づいて行われたセンサスその他の統計査で

提供された個票の証明付き写しを有料で提供しなければならない、と規定している。

この法律には、上記以外にミクロデータを正当なものとする規定は無いことから、個々

の人又は事業所が識別されない、ということでミクロデータの提供が行われていると解

されるが、この場合２つの疑問点が残る。１つはミクロデータから個人又は事業所が識

別される可能性は100％保証されているわけではない。他は、個票が提供された場合統計

目的にミクロデータの提供が含まれるか否かである。統計調査を行う際、報告者にミク

ロデータの提供を行う予定である旨知らしめている場合は統計目的に含まれると解され

るが、そうでなければ統計目的に含める根拠が薄弱なように思われる。しかし、この点

についてはカナダ中央統計局とセンサス局ではあまり問題にしていなかった。

③個人情報保護法（PrivacyActofl974)、情報自由化法（FreedomoflnfomationAct）

及びセンサス法との関係

統計に係わる法律として米国には２種類のものがあり、１つは上で述べた統計法規

で各省庁毎に制定されているもの、他は各省庁に共通して適用されるものである。個

人情報保護法と情報自由化法は後者に属するものである。

1974年に制定された個人情報保護法では、情報の提供を依頼された個人は次の事項

を通知されなければならないと規定している。即ち、情報を要求している機関名、情

報の提供は強制力を持ったものか又は自発的協力によるものか、情報を使おうとして

いる主要な目的、情報を「経常的に使う」か否か（この経常的使用には個人が識別出

来る情報を他の組織又は機関に開示することも含まれ、連邦公報に記録システム告知

として発表されなければならない）、及び要求された情報の全部又は－部の提供をし

なかった場合のその個人に及ぼす結果である。個人情報保護法は本来個人からの情報

の収集についてのみ適用されるものであるが、米国の各統計機関は一般に企業事業所

６



等の組織に対しても同じ措置をとっている。1974年以降それぞれの統計機関は統計調

査でデータを求める際の文言により一層注意を払うようになったと言われ、個人情報

保護法の成立以前に比べてより詳細な情報を報告者に与えるようになったと言われて

いる（資料）。

また、個人情報保護法は識別可能な個人情報をコントロールすることによって個人

の利益を保護する一方で、その情報の合法的な利用についても配慮している。同法第

552条a(b)では次のように規定している；①個人は政府機関によって保持されている自

らの識別可能な情報にアクセスすることを認める、②現時点での情報が正しいもので

あり、また、不必要な情報の収集を制限している、③第三者への識別可能な情報の開

示を制限している。この３番目の規定は、個人からの事前の書面による承諾がない限

りいかなる個人の情報の開示も禁止しているもので、この法律の核となるものである。

しかし、他方ではさまざまな例外規定を定めて個人の書面による事前承諾無くしても

個人情報を利用できる道も用意している。統計関係で言えば、センサス局がセンサス

法で規定しているセンサス、その他の統計調査或いは関連した活動を計画し実施する

ための個人情報の利用は認められているし、また、個人の記録が専ら統計的な調査研

究に使われるという書面による保証があれば、個人が識別出来ない形で記録にアクセ

スすることも例外規定として認められている。逆に、統計目的の為に個人が識別可能

な記録を他の統計機関やデータのユーザーが得ることはきわめて難しいと言える。た

だし、統計的分析については抜け道が用意されている。もし、ある機関がその持って

いる記録システムの全部または１部についての「経常的使用」として統計的分析を指

定しておけば、当該記録に係わる個人から最初に承諾を得なくとも統計目的のために

部外者へも識別可能な情報をアクセスさせることは可能となる。この場合情報を開示

するに先だって情報提供者に承諾を得る代わりに、連邦公報に予定されている「経常

的使用」を告知するだけでよく、後は30日以内の国民からのコメントを受けるだけで

よいことになっている。

④情報自由化法（FreedomoflnfomaticnAct）

この法律は1966年にＴｉｔｌｅ５Ｕ.S・Code§552として成立したもので、同法で規定し

た９つの除外規定に該当しない限り国民の連邦政府が保有している記録へのアクセス

を認めたものであるが、同時に調査研究記録や統計調査記録の開示についても規制し

ている。情報自由化法の一般的開示規定の除外規定の内２つの規定が統計に係わって

いる。即ち、その１つは、除外規定６で述べられているもので、「個人又は医学及び

同種のファイルに係わりその開示が個人のプライバシーへの不当な侵害に明らかにな

るようなファイル」の開示を制限している。第２の点は除外規定４で述べられている

もので、商行為上の秘密や商業金融上の情報で特別に知りまた部外秘であるような情
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報は保護されるとしている。企業の秘密に属する統計情報もこの規定に係わるか否か

は明らかでない。

⑤統計関係法規と個人情報保護法及び情報自由化法の係わりをこれまで述べてきたが、

今回カナダ中央統計局と米国センサス局で調査した限りでは両国の統計担当者は個人

情報保護法や'情報自由化法を意識して統計業務を行っていないということであった。

それは、統計関係法規で自己完結的に秘密の保持等の規定が完備しており、それらの

規定が個人情報保護法や情報自由化法と矛盾しないためによると思われる。しかし、

個人情報保護法で除外規定として、センサス局がセンサス法の基で行われる統計調査

のために局が収集した個票を使用することを認めているということは、労働統計局そ

の他の統計部局はそれぞれの統計調査の標本抽出枠として例えば人口住宅センサスの

リストが使えないことを意味しており、現に労働統計局はこの点で大変困っている。

恐らく、今回労働統計局まで調査の足を延ばしていればこの問題が提起されたと思わ

れ、統計部局間のデータシェアリングが厳しく制限されているのは個人情報保護法に

よると推測される。但し、この推測には若干疑問な点もあり、省庁間特にセンサス局

が収集したデータを他の統計部局とデータシェアリングすることを制限しているのは

センサス法と思われる点がある。それは、国立健康統計センター（NationalCenterfor

HealthStatistics)がセンサス局に委託して行っている全国健康インタビュー調査

（NationalHealthlnterviewSurvey)についてである。この調査は標本抽出枠として１０

年毎のセンサスの住所リストが使われ、この抽出枠はかっては国立健康統計センター

でも他の調査に使っていたが、その後センサス法の秘密保持の運用が厳しくなり～使

えなくなると、センターはかなりの予算を使い調査員を雇って調査区内の住所リスト

を独自に作らざる得なくなった。一方、健康インタビュー調査は引き続きセンサス局

が委託調査として行ってきたが、その後この調査はセンサス法でなくTitlel5の下で

行われるようになったことから、識別因子を含んだミクロデータを国立健康統計セン

ターと共有することが出来るようになった。Titlel5は経費を委託元が負担しセンサ

ス局に委託する統計調査はセンサス法でなくこの法律に基づいて行われるため、この

ようなデータシェアリングが出来るようになったようである。そうだとすると、省庁

間のデータシェアリングを阻んでいるのは、個人情報保護法でなくセンサス法ではな

いかとも思われる。

（３）ミクロデータ提供の審議機関と提供の方法

①センサス局におけるミクロデータ提供の審議機関

アメリカの統計制度は前述のとおり分散型の組織を取っているので、各統計機関は

それぞれ秘密の漏洩を防ぐ為にミクロデータを提供する際に各機関内で検討がなされ

ていると思われるが、ここではセンサス局についてのみミクロデータ提供の秘密漏洩
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防止のための審議機関について述べる。1963年以降一般使用のミクロデータはセンサ

ス局から提供されてきたが、年々ミクロデータ提供の要請が高まってきたことから、

1981年に至ってこの要請に対応するため「ミクロデータ検討委員会｣(HicrodataReview

Panel)がセンサス局内に設置された。その後この組織は「統計開示評価委員会」

（DisclosureReviewBoard)に改組され、ミクロデータだけでなく公表される統計表

（刊行物、磁気テープ等）の秘匿措置についても検討することとしている。従って、

この委員会では秘匿措置を含む開示を制限する方針(DisclosureLimitationPolicy）

の検討と決定を行うと共に、個々の統計をミクロデータとして提供するか否かの検討

と決定をする。例えば、ある統計を公表したりミクロデータとして提供する場合、セ

ンサス局内のDataUserServiceDivisionの部長から統計開示評価委員会の議長宛

に承認を求め文書が送られ、これには秘匿措置を含む開示の条件が詳細に示されてい

る。なお、センサス局では統計表及びミクロデータの提供を行う場合の秘密漏洩防止

措置に関する詳細なチェックリスト（ChecklistonDisclosurePotentialｏｆＤａｔａ）

が作成されており、承認を受ける為の審議はこれらの点について行われることになっ

ている。評価委員会は規定上は毎年少なくとも２回以上開催することになっているが、

開催頻度は年によってまちまちとのことであった。

②ミクロデータ提供の方法

ミクロデータの提供は大きく分けて２つの方法で行われている。１つはPublicUse

Microdataと呼ばれているもので、他は誓約した一部の者のみにデータの使用を認め

る方法である。また、提供する対象から分けると政府統計部局、その他の政府機関を

１つのカテゴリーとし、他は、それ以外で大学、研究機関等の研究者及び提供する上

で特にその使途を問わない場合である。更に、ミクロデータを提供する場合個人、事

業所等報告者を識別出来る形でするか、これらの識別因子を除去して提供するか否か

に分けられる。この他に、ミクロデータにアクセスする方法によって、CD-ROM、磁気

テープ、オンライン、インターネットによってアクセスする方法とセンサス局または

その出先機関においてのみアクセス出来る方法とがある。

近年センサス局は個人､世帯､住宅に関するミクロデータのみをPUblicUseMicrodata

として提供し、企業事業所に関しては秘匿措置が困難なこともあって一般の研究者が

使える形では提供していない。また、PublicUseHicrodataはCD-ROMによって提供

されるのが一般的な形で、ここ1,2年の間にインターネットを通じての提供も試みられ

ている。しかし、PUblicUseMicrodataの提供は、一応使用前の画面上に統計目的に

のみ使用するよう警告し、それに承知する場合(0Ｋボタンをクリックする)のみ先に進

める仕組みになっているが、実際には誰がどのような目的で使用するか分からない訳

であるから～秘匿措置は慎重に行われ、貴重な情報が削除されることはやむを得ない。
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従って、より詳細な情報を分析上必要とする使用者に対しては幾つかの方法が用意さ

れている。その１つはいわゆる特別宣誓職員(takeoathsasspecialswomemployee）

としてセンサス局の職員と同様の秘密保持義務を負った上で、個人事業所が識別出来

るファイルにアクセスする事が出来る。例えば、1996年度のセンサス局の予算には１８

万ドルのリサーチフェロウ予算が計上されており、研究目的が局の業務の上でも有益

であると認められればリサーチフェロウとして又特別宣誓職員としてセンサス局内に

デスクが与えられ、ミクロデータを使った研究を行う事が出来る。期間は研究の内容

にもよるが3乃至'2カ月が普通とのことであった。この宣誓職員制度を持つのはセンサ

ス局の外歳入庁所得統計部(StatisticsoflncomeDivisionofthelntemalRevenue

Service）と国立教育統計センターである。

他の方法は統計部局と政府機関又は大学を含む団体との間で特別にミクロデータを

使用する合意書(licensingagreement）を締結することで、この場合には合意の内容

によって必ずしも統計部局の場所で使用するとは限らず、それぞれの場所で使用する

ことも出来る。政府機関の場合は通常統計部局であるので、秘密保持についてはその

統計部局の統計法令の規定を準用する形で運用される。しかし、民間団体については

合意書での違約規定に頼らざるをえず、このため秘匿措置は政府統計部局へ提供する

よりも厳しくならざるをえない。

（４）ミクロデータ提供の現状

①人口センサスデータ

ａ)人口住宅センサスの概要

１０年毎に行われる人口住宅センサスの実施は郵送調査で行われる。名簿は各種の

資料、例えば郵便の宛先リスト、前回の人口センサスでのリスト等々を使って作成

され、これをマスターリストと呼んでいる。このリストを全米に約3000あるComty

（日本の郡役所に相当？）のJurisdictor(役所の長）と呼ばれる''１０calpeople',に

依頼してチェックをしてもらう。次にこのリストから1/6の抽出率で調査項目が30乃

至50ある詳細調査票(longerquestiomaire)を送る対象者を選定し、残りの5/6は簡

易調査票(shortquestiomaire)の対象者となる。これらの調査票はセンサス局から

郵送され（具体的に何処からかは彼等も知らなかった）、各世帯は記入済み調査票

をインディアナﾘﾄIジェファソンにあるセンサス局のオフィスに返送する。ここで

「preliminarytapes」と呼ばれる内容検査とテープへの入力が行われ、ワシントン

のセンサス局に送られて最終的な集計、作表が行われる。督促を行わない段階での

回収率は約2/3とのこであった。残りの1/3については、先のlocaljurisdictorに依

頼して約300,000人の督促人を選定してもらい、督促をしてもらうとのことであった。

最終締め切り日までの回収率は98%とのこと。1990年センサスの場合、調査日は４月1
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日で最終締め切り日は1990年12月31日であった。

ｂ)人口住宅センサス関係のミクロデータの提供

PUHS(PublicUseNicrodataSample)は、詳細調査票(longerfom)から作成され、

ｌ/15の抽出率で選定される。従って、１/6×l/15=1/９０であるが、我々は俗に１％フ

ァイルと呼んでいるとのことであった。また、５％ファイルもCountyをカバーして

作られている。更に、SpecialElderlyFileと呼んでいる６５才以上の人が１世帯

に少なくとも１人以上いる世帯を集めたファイルも作成しいるとのこと。

これらのミクロデータは磁気テープ、CD-ROM、フロッピーディスク等で有料で提

供されている。

②経常人口調査データ

この調査はその経費の一部を労働統計局が負担しセンサス局が毎月調査を行って

いる標本調査で調査対象数は５万世帯である。調査の主体は労働力と失業者数の統

計を労働統計局のために作成することにあるが、この他に付帯調査事項として毎月

テーマを変えて世帯について種々のデータを集めている。毎年３月調査は人口数の把

握に力点が置かれているが、その他の月については、例えば、乳児死亡と出産予定

（６月）、煙草喫煙（９月）、学校登録（１０月）等々の調査が行われている。労働力

及び失業統計は労働統計局から発表されるが、付帯調査事項の調査結果はセンサス

局から発表される。この調査のミクロデータもセンサス局から発売されている。

③その他のセンサス局データ

所得及びプログラム参加調査(SurveyoflncomeandProgra、Participation)の

結果がミクロデータとして発売されている。この調査は所得及び社会福祉施策のプ

ログラム受給状況を調査するもので、３カ年引き続いて調査を受けるいわゆる

LongitudinalSurveyといわれるものである。調査は調査対象である約２万の標本世

帯を４グループに分け各グループとも３カ月間調査を受けると交代し、翌年再び同

じ月の３カ月の調査受ける。このようにして３カ年間調査を受けることになる。従

って３年の時系列データが調査対象の世帯毎に得られることになり、これを一般使

用のミクロデータとして提供している。

この他一般使用としてでなく使用者を限定した上でミクロデータが提供されてい

るのは、毎年の製造業調査及び５年毎の製造業経済センサス（最近年としては1993

年に実施した1992年を対象年次としたもの）のデータで名称、所在地、企業名を除

去した上で提供されている。毎年の製造業調査は対象数５５千事業所で経済センサ

スを行う年はセンサスデータが使われる。経済センサスの対象数は３５万事業所で

ある。センサス局は毎年のデータからパネルデータを作り、これをLongitudinal

ResearchDatabase(LRD)と呼んでいる。これら製造業のミクロデータを利用出来る
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のはいわゆる宣誓し、センサス局職員の身分を得た者に限られている。

④センサス局以外の統計部局によるミクロデータの提供

ａ)社会保障庁(SocialSecurityAdministration-SSA）

社会保障行政から発生するさまざまな資料から識別項目を削除した各種の一般

用ミクロデータファイルを提供している｡例えば､時系列退職歴調査(Longitudinal

RetirementSurvey)，身障者調査(varioussurveysofdisabledpersons)，低所

得高齢者及び身障者調査(SurveyofLow-IncomeAgedandDisabled)等である。

この他、使用目的が明確で書面による合意書を取り交わした利用者には時系列被

用者雇用者データ(LongitudinalEmployee-mployerData-LEED)が提供されてい

る。

ｂ)国立健康統計センター(NationalCenterforHealthStatistics-NCHS）

次の調査についてミクロデータをテープ（現在はCD-ROMでも提供していると思

われる）で提供している。即ち、健康面接調査(HealthlnterviewSurvey)，健康

及び栄養検査調査(HealthandNutritionExaminationSurvey)，全国移動診療調

査(NationalAmbulatoryMedicalCareSurvey)，病院退院調査(HospitalDischa

rgeSurvey)。この他このセンターから提供されているミクロデータのうちユニー

クなものとして、出産ファイルがある。これは、このセンターが保有している出

生登録記録から50%の抽出率で作成したもので、これほど高い抽出率でのミクロデ

ータは米国では無いと言われている。このファイルには、両親の年齢、人種、学

歴、母の住所の州及びカウンティ名、出産日、その他母の出産前歴に関する事項

等である。

ｃ)国立教育統計センター(NationalCenterforEducationStatistics-NCES）

特定の年次についての抽出された高等学校学級生徒(1972年の場合22532人)の時

系列研究(NationalLongitudinalStudyofHighSchoolClassofl972)。この

ファイルにはテストの成績、平均点、クラスでの順位、生徒から申告された家族

環境、’性行、将来の計画等も含まれており、その後のフォロウアップ調査の結果

も含めて一般の利用者に提供されている。

（５）データアクセスの諸問題

政府統計機関が報告者の秘密を守りながら統計を公表したり、ミクロデータを提

供する場合２つの選択肢がある。１つは秘密漏洩回避のための様々な方法を講じる

ことであり、他はデータへのアクセスを制限し、誰が、どのよな目的で、何を、何

処で使用するかということについてアクセスする上での条件を設けて使用させるこ

とである。前者の方法は使用に当たっての制限を課さない代わりに使用者にとって

貴重な情報を削除されるというディメリットがある反面、誰でも使えるというメリ
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ツドがあることは言うまでもない。ミクロデータに限れば前者は一般使用ミクロデ

ータ(PublicUseNicrodata)の提供であり、後者は条件を付したミクロデータヘの

アクセスである。この条件付きミクロデータヘのアクセスは、一般使用のものに比

べてより詳細な情報を一定の秘密保護措置を取ることによって当該統計部局以外の

者に提供出来るというメリットがある。また、統計機関間でデータシェアリングす

る事が出来れば、余分な費用をかけなくとも標本抽出枠を得ることが出来るし、調

査対象選定の手間を省く事もできる。

この章では米国の各統計機関が主として条件付きアクセスを認めている実態とそ

れが取られている方針について概観し、問題点を述べることとする。

①制限を付けて提供するか否かを決めるもの

言うまでもなくこれを決める基にあるのは統計関係法規上の秘密保持の規定であ

るし、また、報告者に与えた秘密保持の保証である。また、統計機関側では、万一

報告者の秘密が漏洩した場合調査への協力が得られなくなるという配慮もある。前

述のように米国の統計法規は各統計機関毎に作られ、作られた年次も異なることも

あって、秘密保持に関する規定もまちまちであるが、共通するのは、いかなる情報

もそれを提供した個人や組織と結び付けられる形で提供してはならない、というこ

とである。もしこの規定を厳しく取るならば、政府によるミクロデータの形での提

供は出来なくなるであろう。たとえ、識別因子となる氏名、住所等を除去し、トッ

プコーディング、マスキング等の漏洩防止技法を駆使したとしても、完全に秘密漏

洩の危険を防止することは出来ないであろうし、もし、マニアがいて暇と金を使え

ばミクロデータの個人を何人かは特定出来るかもしれない。

この点で米国の管理予算庁は1975年に次のような指針を出している：一般使用の

マイクロデータの提供は、相当な努力がなされて個人を特定する危険が一般に受認

出来るほどに低くとどめたものであることを要件とする。

各統計機関の責任者はそれぞれ法的な秘密保持義務と報告者への保証を満たすめ

どのような措置を講じるか決定しなければならないし、そこには当然判断が伴う。

何故なら誰も秘密漏洩に繋がる外部で利用できるデータがあることを完全に知るこ

とは出来ないし、また、一般に受認出来る低い秘密漏洩の危険という概念はもとも

と客観的に測定出来るものでないからである。この判断の結果は各統計機関でまち

まちであり、また、時間の経過でも変わってくる。この例として、例えばセンサス

局の人口住宅センサスのミクロデータでの最低人口規模区分を1981年にそまでの２５

万人から10万人に変えたことでも分かる。

②制限付きアクセスの事例

ここで取り上げている制限付きアクセスの事例は、データアクセスと秘密保護の
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間で何処に線を引くかを示す例もあるし、また、制限そのものがかなり多様である

ことを示すものもある。

a）アメリカ統計協会／全国科学財団による研究助成

1978年から、全国科学財団が資金を提供し、アメリカ統計協会が管理を担当して、

政府統計家と政府統計のユーザーである研究者との間の交流を図るプログラムが実施

されており、1991年までに72名の研究者および54名の若手研究者(associate)がこのプ

ログラムによってセンサス局等の統計機関で宣誓職員としてミクロデータを使った研

究を行っている。このプログラムにはセンサス局の外労働統計局、国立教育統計セン

ター等が参加し、研究者の受け入れをしている。

b）国立農業統計サービス／農業省経済分析サービス

この両機関は共同で年次農家経費及び収入調査を全国の農家から抽出した標本につ

いて実施しているが、大学の多くの農業経済学者がこの調査のミクロデータを研究に

使いたいと希望していた。しかし、農家規模に開きがあることや調査事項の'性格から

ミクロデータを一般使用として提供出来ないことから、両機関が共同で制限付きアク

セスの道を開いた。研究希望者は研究目的と使用したいデータを記述した書面により

応募する。これに承諾を得た者は、データ使用の条件と知り得た情報の秘密を守る旨

を承知した合意書に署名する。この制度は1986年から始められこれまで12名(1993年ま

で)の者がワシントンＤＣ.にある農業分析サービスの建物内でミクロデータを使った研

究を行っている。

c）センサス局出先機関での特別宣誓職員の受け入れ

統計機関の場所でのデータへのアクセスは必ずしも本局で行うとは限らない。セン

サス局が1986年にロスアンゼルスで実施したセンサステストについては、センサス局

とハーバード大学との合意書によって、特別宣誓職員となった研究者がボストンにあ

るセンサス局の出先機関でセンサステストの精度の分析を行った。この他にも出先機

関でのデータアクセスを認めた事例として、国立農業統計サービスと国内歳入サービ

スの所得統計部が出先機関でのデータアクセスを認めている。

｡）労働統計局のセンサス局非一般使用経常人口調査へのアクセス

前述のようにセンサス局の経常人口調査の主たる経費負担者は労働統計局である。

センサス局が調査を担当している理由は、世帯標本は部分的に１０年毎の人口住宅セン

サスの住所リストに拠っているからである。経常人口調査の全てのデータはセンサス

法の秘匿措置によって処理されるので、センサス局職員（特別宣誓職員を含む）のみ

が識別可能な情報にアクセス出来ることになる。同様なことはセンサス法に基づいて

実施される世帯調査の経費を負担している幾つかの省庁の不満の原因にもなっている。

それはそれらの調査結果についてより詳細な分析をしたい時、またはその調査のフオ
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ロウアツプ調査をしたり、データリンケージをしようとする時に起こる。

1990年２月センサス局と労働統計局との間で「労働統計局による非一般使用の経常人

口調査のミクロデータの使用」に関する正式な５カ年間の合意書を取り交わし、労働

統計局の経常人口調査の担当者はセンサス局の宣誓職員となり、氏名、住所等の識別

要素は削除されているが地域コードと所得のトップコーディングしてないデータを使

うことが出来るようになった。しかし、合意書では他のデータとのリンケージや経常

人口調査の標本世帯に対するフオーロウアップ調査のためのコンタクトについては何

も触れられていない。

e）社会保障庁とセンサス局間のデータシェアリングに関する同意書

1967年社会保障庁の長官とセンサス局長との間で合意の覚書きが取り交わされ、そ

こで「センサス局と社会保障庁は、それぞれの文書と情報に関する秘密保持を規定し

ている法を完全に遵守しながら、統計情報とサービスの交換を行うこと」を取り決め

た。この取り決めの下で特定のデータの交換が行われてきたが、それには、センサス

局で実施した調査で報告された社会保障番号の確認、統計調査データと社会保障受給

額との照合、リンクされたデータファイルの分析等々様々な目的で'情報の交換がなさ

れてきた。最近では、社会保障庁の調査統計部がセンサス局の所得及びプログラム参

加調査と所得及び社会保障受給額のデータをリンクした個人ファイル（但し個人識別

因子は削除されている）へのアクセスを認めている。一方、センサス局へアクセスす

る全ての社会保障庁の職員はセンサス局の特別宣誓職員となることが必要で、秘密の

漏洩やデータを不正に使ったぱあいには厳しい罰則が課されることになる。

f）統計調査に使用するビジネスリストへのアクセス

連邦政府各統計機関によるビジネスリストへのアクセスの問題は50年以上にわたる

歴史がある。また、この問題は、連邦統計組織で作成される経済統計の費用、質及び

整合性に係わる問題である。この問題の要点は、米国のような分散型の統計組織のも

とで各統計機関間でピジネスリストを共有するにはかなりの障壁がある、というこで

ある。ビジネスリストは、広く言えば、事業所、企業、雇用者及び関連のある経済単

位リストである。リストには、名称、所在地、雇用者に与えられた番号、産業分類コ

ード、被雇用者数による規模コード、賃金、生産額等である。リストの統計上の主た

る使用はセンサスや統計調査のフレームの作成とそれの維持である。また、リストは

分類、特に同じ単位に異なる統計機関が与えるSICコードに統一Ｉ性を達成する手段とし

て使うことである。経済統計の主たる作成者は統計作成専門機関と行政省庁の中にあ

る統計部課であり、前者には、センサス局、労働統計局、国立農業統計サービス、エ

ネルギー情報庁があり、後者には所得統計を持つ内国歳入庁と継続就労歴標本調査を

持つ社会保障庁が主なものとしてあげられる。これら２つの機関は広範囲なリストを
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税の徴収や社会保障施策を通じて作成しており、大変価値のあるものである。また、

小企業擁護局(SmallBusinessAdministration'sOfficeofAdvocacy)も小企業に対

する統計調査や調査研究のために独自のピジネスリストを作成している。

1970年代初期にセンサス局は標準統計用事業所リスト(SSEL)を局の全ての経済セン

サスと標本調査のマスターリストとなるよう作成した。しかし、両センサス間の年次

についてリストを維持する事が難しいため、この間の調査にこのリストを直接使うこ

とには制約があった。また、このマスターリストは元々他の統計機関でも使うこと意

図していた。しかし、これを可能にする試みは立法措置が１つを除いて成功しなかっ

た。

ＳSELを作成するにあたっての資料はいくつかのソースがセンサス局にきており、特

に内国歳入庁と社会保障庁からの行政リストが特筆される。税申告書の利用は内国歳

入法の開示制限の例外として「統計情報」が同法で認められているからで、これを例

外とする条件は、内国歳入庁と商務省との間で交渉され、その結果が1976年の同法の

改正に当たって盛り込まれた。しかしながら、この条項で、統計目的で受け取った税

の申告書の情報を再び他へ開示することを禁止することも規定されてしまった。以上

のことから、センサス局から他の統計機関へビジネスリストの情報が流れることは殆

どないが、数少ない例外の１つは経済分析局への提供であって、これは第10l合衆国議

会で通った立法措置によって可能になったのである。国立農業統計サービスはセンサ

ス局と農家リストを共有するが、これは５年毎の農業センサスをセンサス局が実施す

るために農業統計サービスが主として提供したものであって、センサス法はセンサス

結果によるリストが国立農業統計サービスに還元されることを禁止している。

しかし、最近この流れを変える動きもでてきた。それは、センサス局が1992年経済

センサスを実施するために、ビジネスリストの修正特に新規事業所の分類を確かめる

必要にせまられ、幾つかの分類用調査を企画し、管理予算庁に承認申請した。管理予

算庁はペーパー削減法を盾にこれを不承認したため、労働統計局、センサス局、内国

歳入庁との間の調整がなされた。この結果、センサス局の職員が労働統計局の宣誓職

員として両局のビジネスリスト上の分類コードをチェックすることでこの問題を解決

している。

）ミクロデータ利用者団体（６）ミクロデータ利用者団体

米国ではミクロデータの利用者が社会的に認められるようになったのは２つの団体

が作られてからである。その１つは、1976年に設立されたパブリックデータ利用者協

会(AssociationofPublicDataUsers-APDU)で、センサスデータや他の政府統計の

利用者が持っている共通の関心を一層高めることを目的としている。他は、州のデー

タセンターで連邦政府統計機関の統計データを普及する役割をもっている。これらは
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統一組織というよりもそれぞれのセンターがそのような機能を果たしていると言える。

また、大学へのセンサスミクロデータの提供の上で，,政治社会研究のための大学間コ

ンソーシアム(I､ter-universityConsortiumforPoliticalandSocialResearch-

ICPSR)が重要な役割を果たしており、傘下には約300の大学研究所が加入してデータの

提供を行っている。

４．カナダにおけるミクロデータの現状

（１）歴史的経緯

1960年代の後半からカナダ統計局(DominionBureauofStatistics-StatisticsCanada

の前身)の幹部達は、特別の社会経済面の調査研究を行うためミクロデータヘのアクセス

の要求を受け始めた。同様に連邦及び州の研究者からも政策立案のため統計データへの

アクセスが早急に出来るよう要求してきた。その頃までの国家統計機関の役割は、デー

タを収集し、集計した統計を作るだけの役割を持っており、調査研究的なものは埒外で

あると見なされてきた。しかし、米国での1960年センサスのミクロデータの提供開始を

見て、カナダの社会科学研究者達もミクロデータの必要'性を強く感じ始めた。

これらの要望に対処するため、カナダ統計局は米国センサス局の方法とは違う方法での

ミクロデータヘのアクセスを実行した。それは統計局内に特別組織を作り、そこで調査

研究者からの注文に応じてミクロデータの分析をしてあげる、というものであった。し

かし、まもなくこの方法の欠点が明らかになった。それは、サービスが遅く、弾力Ｉ性に

欠け、費用は高く、時間と金の無駄が大きすぎ、また研究者が試行錯誤でデータを使う

ことが出来ない、というものであった。

これらの批判を受け入れ、またミクロデータヘの益々高まる需要に応えるため、カナ

ダ統計局はミクロデータテープの提供も必要であるという認識を持つに至った。

後述のように1971年の統計法改正前は、調査個票の何れの部分も公開することを禁じ

ており、統計局は初め法務省にミクロデータの提供の可否の判断を求めたが、答えは現

行の統計法では出来ないというものであった。そこで、統計法を改正し、ミクロデータ

の提供を可能にしようとした。1971年の改正によって1971年人口センサスについて1973

年にミクロデータの提供が始められ、今日では人口、世帯に関するセンサスを含む大部

分の統計調査についてミクロデータが提供されている。しかし、米国と違って誰もがミ

クロデータを購入し使える仕組みにはなってなく、統計局と合意書を交わして初めてミ

クロデータが使える方法が取られている。

この間ミクロデータの提供は順調に推移して来たのではないように思われる。例えば、
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1974年４月２日付けのMrs．Ｓ・Ostry，ChiefStatisticianのミクロデータの提供の可否

を検討するグループ宛の覚書き(Memorandum)によると、企業事業所のリストの公開にか

らんで統計局に対する批判が起こり、これに絡んでミクロデータの提供を無期限に延長

するという決定が為されている。この後どのような経緯でミクロデータの提供が再開さ

れたのか、今となっては事実関係を知る者が居なくなっているようである。

（２）法律上の措置

カナダは周知のように集中型の統計組織を持ち、カナダ統計局(StatisticsCanada)が

連邦政府唯一の統計機関として統計の作成公表の任に当たっている。従って、統計の業

務を規定する法規も統計法だけであり、この点で米国の統計法規のあり方とは異なって

いるし、また、米国が分散型の統計組織なるが故に持っている非効率性や統一性の欠如

と言った問題はカナダには見られない。

前述の通り1971年に統計法の改正が行われ、ミクロデータの提供の道が法的に開かれ

たが、この時の法改正はかなり大幅なものであった。まず、ミクロデータの提供に係わ

る点の改正を述べる。旧法（改正前の統計法を指す。以下同じ）の第15条は秘密保持に

関して規定していたが、改正法では第17条で全面的に書き換えられている。旧法のこの

部分の要点は「個票から得られた情報を、情報の提供者から事前の承諾を得ないで公表

することを全面的に禁止」していたのに対して、改正法では「この法律に基づいて得ら

れた情報が、個票から得たいかなる事項も特定の個人、企業事業所、その他の団体に結

びつけることが可能な形で公開(disclose)してはならない」、と規定しており、個票の

開示の全面的禁止から、識別可能性へと公開可否の基準が変わったことになる。その他

特筆すべき改正点は、事業所と企業のリストを公開することが出来る旨法上明記された

ことで、その名簿には名称、所在地、電話番号、業種、製造業の場合は生産物、従業者

規模区分が掲載出来る旨規定されていることである。この点では、米国が目下分散型統

計組織の下で最も困っている問題を1971年に解決してしまっていると言える。

この他の主な改正点は①名称をDominionBureauofStatisticsからStatisticsCanada

へ変更、②他省庁との共同の統計調査の実施について明確にした、③州との統計事業の

調整を明確化した、④法人企業、個人企業、個人の税務申告書(taxretums)の統計局へ

の提供を規定化した、⑤人口センサスを5年毎に行うことを条文化した、等である。

この改正案が議会で審議される過程で、プライバシー侵害の恐れ等からミクロデータ

の提供につながる改正に反対する意見は出なかったどうか質したところ、特に反対意見

は出なかったと聞いていること、大幅な改正案であったため特に秘密保持に関する17条

に審議が集中しなかった、ということであった。また、この改正案の国会提出を審議す

る閣議への説明資料を読むと、「現行の統計法は、たとえ特定の人又は企業が識別され

なくとも、個票からのいかなる情報も開示することを禁止しているが、これは情報の利
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用という点で不必要な制約を課すものである。また、今回の改正によってカナダの法規

が国際的な慣行にまで追いつくことになる」と述べている。

なお、カナダには個人情報保護法(PrivacyAct)と情報自由化法(Accesstolnformation

Act)が施行されているが、米国ほどに統計法との関係やミクロデータの提供との関連は

議論の対象となっていない。面接したStatisticsCanadaの幹部職員も両法を意識して

仕事をしているようには思われなかった。従って、ここではこれら二つの法律について

は触れないこととする。

（３）ミクロデータ提供の審議機関と提供の方法

①審議機関

1973年に1971年人口センサスのミクロデータでの提供と並行して、1973年７月には

「ミクロデータ提供に関する方針Ｐａｒｔｌ」（PolicyGuidelinesonReleaseof

Microdata)が統計局内のワーキンググループによって作成され、局内の決裁を得てい

る。この方針に基づいて同月に「ミクロデータ提供委員会」（Hicro-DataRelease

Committee)が統計局内に設置された。この委員会の役割は「委員会は、データを精査

する上での諸問題を研究しデータの提供を実行すると共に、方針で設定された枠組み

の下で諸手続きが適正に遂行されているかを監視し、データの提供を承認する組織と

して設置された」としている。また、方針では、データを３種類に分け、第一グルー

プは抽出率が３％未満、第二は抽出率３％以上、第三は行政記録が出所のものとして、

第一から段々とより厳しい条件を付すことにしている。例えば第一グループには特定

の観察値又は変数を削除したり修正するよう７つの条件を付しており、第二にはこれ

らの条件に加えて、更にファイルでは少なくとも２以上の同一のレコードがなければ

ならない、とし、第三では抽出された標本であること、データを提供した機関の了解

が得られていること、他に同様なフレームが無いこと、他のデータとのリンケージが

可能か否かチェックすることが条件として追加されている。この1973年に作られた方

針は大筋において今日でも踏襲されているようであるが、1987年１月28日付けで承認

された「ミクロデータ提供の方針」（PolicyonMicrodataRelease)ではこの点は明示

的には述べられていない。また、最近の委員会の文書を見ると、委員会は秘密保持及

び法規委員会(ConfidentialandLegislatio、Committee)の下部委員会として「ミク

ロデータ提供分科会」（MicrodataReleaseSub-Comittee)の名称が付けられている。

この分科会は、個々のミクロデータを提供するか否か、その秘匿措置について検討

し、決定することになっている。会は通常月１回開催され、各回２乃至２時間半の審

議が行われるが、実際は審議に先だってこの分科会の書記役を務めるMr・Potterのと

ころで技術的な検討が詳細に行われ、そこで修正された案が分科会の審議にかけられ

るとのことであった。なお、上記「ミクロデータ提供の方針」では分科会で審議を行
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うまでの手続きの外秘密保護措置に関する注意点も詳細に記述されている。

②提供の方法

提供の方法において米国と最も大きく違う点は、米国で言うPublicUseMicrodata

とカナダで言われているPublicUseMicrodataの提供の仕方である。米国では誰もが

料金さえ払えば一般使用ミクロデータを入手出来るが、カナダの場合は使用者が政府

機関であれば「ミクロデータ使用に関する了解覚え書き」を取り交わし、これに料金

を明示して使用可能となるし、政府機関以外であればミクロデータ使用許可書にミク

ロデータの所有者である統計局と使用者が署名し、これを取り交わすことで使用可能

となる。ただ、後述のように最近大学を中心に連合を組み、一括して許可を与える方

法も取られてきた。提供する媒体もこれまでは圧倒的に磁気テープであったが、最近

CD-ROMでの提供も始めている。

カナダでは1980年代の半ば頃から財政緊縮化の一環として統計予算についても厳し

い見直しが行われた。そして、一時的ではあったが1986年人口センサスの中止の決定

がなされた。しかし、各界からの要望もあってセンサスは実施されたが、このセンサ

ス復活の決定がなされる際に、統計局の生産物と提供するサービスは費用回収ベース

（cost-recoverybasis)でのみ行われるという決定がなされた。このため、1984年には

ミクロデータファイルの作成を一時的に中止したこともある。その後料金を1986年人

口センサスファイル１セットにつき数千ドルに値上げしたことから、とても個々の使

用者が利用できる料金でないとして、利用者側である大学、研究所等が「カナダミク

ロデータ利用者協会」（CanadianAssociationofPublicDataUsers-CAPDU)を組織し、

「カナダ調査研究図書館協会」（CanadianAssociationofResearchLibraries-CARL）

と図り、また、５つの連邦政府機関と共にコンソーシアムを結成して1986年人口セン

サスのミクロデータを生産し配布するまでの費用を分担することによってミクロデー

タ利用の継続がなされた。このコンソーシアムの結成はミクロデータがいかにカナダ

の研究者や政府の政策立案者に必要とされているかを示すものである。しかし、１９９６

年人口センサスでは、ミクロデータファイルはセンサスの標準的な成果物と認知され

たので費用回収ベースで料金を設定する必要はなくなった。一方ユーザーの方はコン

ソーシアムをDataLiberationlnitiativeというものに改組する方向にあり、1996年

センサスは一層の利用者の拡大が期待されている。

（４）ミクロデータ提供の現状

①人口センサスデータ

ａ)人口センサスの概要

一調査方法：1991年センサスの場合調査日は６月１日で米国と異なり全世帯同一の調

査票が使われ、調査項目もセンサス年次によって少しづつ異なるが、世帯、家族、
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及び個人に関する調査項目からなり、全体では80項目以上にわたる。調査は、まず、

295人いる国会議員に依頼して2500人のセンサスコミッショナー（センサス監督官）

を指名してもらい、このコミッショナーがそれぞれ１０名の調査員計25000人を選任す

る。この調査員は調査区地図を作成すると共に調査票を配布する。しかし、調査票

の回収は行わず各家庭が郵送する。回収率はほぼ99%程度あると言っていたが、果た

してそれほど高いか信じられない高さに思われる。なお、カナダは5年毎に人口セン

サスを実施しているが次回の2001年調査からは予算のこともあって郵送調査に切り

替えることを検討しているとのことであった。

ｂ)ミクロデータファイルの構成

カナダの人口センサスファイルの特徴は、世帯(Household)、家族(Family)、個人

（Individual)の３つのファイルが作成され、それぞれが独立していることである。

家族という概念はややあいまいなところがあり、米国のセンサスでは使われていな

いがオーストラリアの人口センサスでは使われている。また、米国のセンサスフア

イルでは世帯と個人は個人が世帯に従属するいわば階層構造的(Hierarchical)なフ

ォーマットで作成されているのに対して、カナダは世帯、家族、個人それぞれがフ

ラットな独立したファイルフォーマットで作られている。それぞれのフオーマトに

は一長一短があり、世帯、個人を分析するにはフラットファイルが適しているが、

世帯と個人又は世帯員との関係を含んだ分析には階層的ファイルが適している。

また、抽出率からみると、１％と２％の２種類のミクロデータファイルが作成さ

れている。

②その他の主なミクロデータ

ー労働力調査：ミクロデータに含まれる標本数102,000、変数６１

－所得調査：標本数39,489、変数１２０

－一般社会調査：この調査の特色は標本の抽出がRandomDigitDialingという電話抽

出法が取られており、従って電話のない世帯は抽出枠から落ちることになる。電話の

ない世帯に住む人は想定している人口の２％未満とのことである。また、電話による

面接調査(Interview)で調査が行われているだけでなく、４つある統計局の地方組織か

ら電話がかけられ、その回答はその場でコンピューターに入力しオンラインで本局に

送られる仕組みで調査がおこなわれている。この方法を彼らはComputerAssisted

Telephonelnterview(CATI)と呼んでいる。

また、この調査は毎年テーマを変えて実施しており、それぞれの調査結果はミクロ

データとして提供されてらすに、このミクロデータを使って多数の研究論文が発表さ

れている。1985年健康、1986年時間消費(TimeUse)、1988年個人の危険、１９８９

年教育と仕事、1990年家族と友人、1991年健康、1992年時間消費、1993年個
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人の危険、1994年教育、仕事、退職、1995年家族。

－労働及び所得ダイナミック調査：この調査は労働力調査の付帯調査として、その一

部の標本41,800人について調査。同一標本は２年にわたって対象となるので、

LongitudinalFileが作成されている。

（５）ミクロデータ利用者団体

カナダのミクロデータ利用者団体は、米国ほどに早くから設立されたわけでなく、

前述のように1986年人口センサスのミクロデータの価格が大幅に引き上げられたのを

機に組織され、幾つかの変遷の上で「カナダパブリックデータ利用者協会」（Canadian

AssociationofPublicDatａＵｓｅｒｓ‐CAPDU)が設立された。この協会が1986年センサ

スのミクロデータを一括購入して加入大学へ配布した。米国と違ってカナダのミクロ

データはかなり高額なためにこのような方法を取らざるをえなかったようである。し

かし、1996年人口センサスからはミクロデータはセンサスの標準的な成果物として認

められ、費用回収ベースでなく提供出来るようになる見通しなので、値段もかなり安

<なるようである。

(本稿は平成8年12月22日の合同研究会で報告

したものに加筆訂正したものである）
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資料 米国商務省センサス局一夕の秘密漏洩の可能性に関するチノクリストー

以下に訳出するチェックリストは、現在センサス局がミクロデータ及び統計表を公表す

る際、事前に開示評価委員会の審査を受けるにことになっているが、審査を受けるに当た

って各部局が作成するチェックリストの様式である。これを見ることによって米国センサ

ス局が、ミクロデータを提供するさい秘密漏洩防止のためどのような点に注意し、どのよ

うな措置を講じようとしているかを理解する事が出来る。

このチェックリストは３章からなり、１章ミクロデータ、２章人口関係統計表、３章事

業所関係統計表である。以下に訳出するのは１章ミクロデータだけである。

注：この様式へ記入する必要があるか否かについて；

報告負担を軽減するため、繰り返し行われる統計調査やセンサスの全てについて、この

チェックリストを作成する必要はない。もし、地域の情報に変更がなく、新たな調査項目

も加わらず、最初のデータ公表に際して承認された開示方法がそれ以降においても実行さ

れているならば、開示評価委員会（DisclosureReviewBoard)の委員長に覚え書きを提出

するだけでよい。

この様式はあららゆるタイプのデータ公表について作成されなければならない（例えば、

人口及び経済関係ミクロデータ、人口及び経済関係製表データ、録音テープ、等々）。但

し、人口調査の製表データで、地域抽出され人口十万人未満の地域が識別されないものは

除かれる。

データの秘密漏洩の可能性に関するチェックリスト

センサス／調査名： 年月日

資金提供機関：

公表時におけるデータの経過年数： （年）

下の該当箇所にチェックしなさい：

［］この申請は、単一の調査データに関するものである。

［］この申請は、実質的に同一内容の継続データの公表に係わるものである。

（将来もデータが公表される場合その周期を明記する。）

［］この申請は、すでに承認されたものに補助的あるいは前回公表されなかった

ものを付け加えて再公表するものである。

（もし、これに該当する場合は、元のデータが評価委員会に提出された年月

日を記入する。）

(この場合、回答が前回と異なっている項目のみに記入すること。）
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このチェックリストは３つの章からなっている。該当する章の全ての質問に回答するこ

と。もし、スペースが足りない場合は紙を継ぎ足し、質問番号を明記の上回答すること。

・第１章は、ミクロデータに関するものである。ミクロデータファイルとは報告者段

階の記録からなり、各記録は特定の人、世帯、事業所、その他の単位についての変数

値を含んでいる。大部分のミクロデータファイルは人口に関する情報を含んでいる。

この章の幾つかの質問は事業所ベースのファイルには適用出来ないものもある。

.第２章は、人口の製表データ（度数表示）に係わるもので、度数値は１つのセル内の

単位数（人、世帯、等々）を示している。センサスからの極めて詳細な統計表のように、

幾つかの度数データはミクロデータとみなす事が出来、このようなデータについては第

１章と２章に記入しなければならない。

・第３章は、事業所の製表データ（多数）に関するものである。多数データとは、１つ

のセルの中に全事業所のうち係わりを持つものの数量を示している。

第１章ミクロデータ

1.1．ファイル上の追加的地域情報

一般的規則：識別される地理上の地域は、抽出された地域の人口が最低で10万人を持つこ

とが必要である。

ファイル上の明示的な識別因子に加えて、データ項目、記録識別因子或いはファイルの構

成によっては、推測によって追加的な地域情報となる可能性がある。従って、１０万人とい

う人口最低規模基準に合致しない地理上の地域を不可避的に識別されることを避ける為に

何らかの手段を講じる必要がある。潜在的な問題分野は以下で議論されているので、その

各の分野について、提案しているファイルを公表する前に取られた、或いは取ろうとして

いる措置を示すこと。

1.1.1．第１次抽出単位或いはその他の地域情報は、通常統計部局内部での使用の為にコ

ントロール値に埋め込まれている。

この問題は公表されるファイルの上でどのように回避しているか；

コントロール値は削除するか、又は地域情報を含めていない。

コントロール値はスクランブルしている；それを記述する；＿－－－－－

その他；それを記述する；

多くのデータベースのレコードは、最初にくるのはナンバーの低い、即ちアルフ

ァベットの順で第１次抽出単位又はカウンティが並べられている。

このファイルのレコードが、このような推測を避ける為どのような順で並べられ
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ているか簡単に説明しなさい。

1.1.3．特定の住居地域を意味するデータ項目は、委員会のために準備した人口について

の統計表で示された明示的な識別因子よりも一層明瞭に地域を示すことがある。

例：５つの南部州について明示的な識別がファイル上なされていない場合でも、ス

ペイン系の姓を含む場合（５つの南部州全体についてだけコードが付けられている）

；都市部、非都市部が地理的識別因子として含まれていないが、都市地域から非

都市地域への移住を示す移住コードがある場合；識別された地域で施設が１つだけ

ある場合、原子力反応炉或いは空港からXマイル以内にある住居；電話地域コード；

径緯度の組み合わせ。

上記の理由で削除した全ての項目を列挙する；＿

地理的に意味があるが、それらを削除すべきか否か決めかねているその他の全ての

項目を列挙する；

1.1.4．標本抽出に関する情報もまた地域に関する指標を提供することがある。例えば、

ある種のウエイトは自己加重(Self-representing）と非自己加重(nonself-

representing)の第１次抽出単位の間を区別するであろうし、意図的に過大抽出した

地域のタイプを明らかにするかもしれない。また、”durbintype，,や"hitnumber,'等々

は地域と関連付けられるかもしれない。

秘密保持のため削除される分散推定、或いはウエイトを分からなくするための副次

抽出（subsampling)計画に関する情報を含めて全ての標本抽出に関する情報を列記

する；

地域的意味合いをを持つが、それを削除すべきか否か決めかねているその他のす

べての標本抽出情報を列挙する；

個人の秘密の漏洩が通常の危険を超えているファイルの内容

一般使用のミクロデータに対する秘密開示基準は、提案されているファイルの内容

が個人の秘密漏洩が通常の危険を超えてあるかどうかを決定するため、おのおのの

ファイルを評価するよう求めている。評価委員会は、これまでファイル上利用でき

る項目から個人を識別する可能性を減らす為に取ることの出来る幾つかの方法を明

らかにしてきた。その方法は以下で述べるが、提案されたファイルに係わる情報は

1．２．
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委員会が評価を行うのに役立てる為必要なものである。

1.2.1．名前、住所、その他社会保障番号、医療保険番号のように個人特有の数値識別

因子はファイルから削除しなければならない。

1.2.2.高額所得は個人や世帯について目に見える特徴であり、情報としてセンシテイ

プなものと考えられている。従って、ファイルでの各所得は、個人、世帯、家族

の如何を問わず、また所得合計とその内訳も含めてトヅプコードされなければな

らない。対象集団（個人又は世帯）の所得に適用されるトップコードは対象全体

の0.5%を含まなければならない。対象の部分集団に適用する場合は、その集団の3％

か、全体の0.5%の何れかで、トップコードされる所得階級の高い方とする。

幾つかの状況ではこのルールの例外もあり得る；例えば、地域が非常に詳細で小

さい場合である。これらトップコードルールの変形はファイル公表のため最終的

に承認を求める手続きをする前に委員会と協議しなければならない。

全ての所得トップコードは該当するルールを満たしているか？；

はい。

いいえ。トップコードされたもののパーセントと額を記し、委員会との協

議内容を簡単に要約しなさい；

1.2.3．所得に加えて、ある種の他の項目は、他と比べて個人をより見分け易くすること

がある；例えば、大変な高齢、高額な資産、賃貸料、抵当額である。ファイルの地

域の細かさによっては、これらの項目が階級区分または実額で示される場合、これ

らをトップコード（又はCollapsing）することを考慮しなければならない。委員会

は、これらの項目のトヅプコードされる分が、ファイルに含まれる対象全体（個人

又は世帯）の少なくとも0.5%を含むことを提案する。幾つかの場合、例えば、その

項目が非常に少ない集団に関するものであれば、委員会は、トップコードされる分

が該当する集団の約3乃至5%を含むことを想定している。承認されたトップコードの

例；

年齢一一一85才以上（1990年センサスでは全人口の約1.2%）。

資産額一一50万ドル以上（1990年センサスで単に自家家屋だけでなく全ての家

屋の約0.7%)。

粗賃貸料（設備を含む）－－約千ドル以上（1990年センサスで賃貸家屋だけで

なく全家屋の約1.2%)。

抵当物件に対する支払い－－月千ドル（1984年の所得及びプログラム参加調査

によると全抵当権設定者の約3%）。

トッブコード（又はCollapsed）される項目全てとそれに対応するトヅプコードを列
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挙する

トップコードする必要'性に関して問題を持っている全ての項目を列挙する；

1.2.4．トップコードされた項目について公表される情報の提案（例えば、トップコード

されたデータの平均値或いは中位数）を記述する。

1.2.5.地域によっては、個人をより明らかに識別されるその他の項目があり、しかも定

’性的な項目のためトップコード出来ないものがある；例えば、エスキモー、アレウ

トグアム或いはサモアのような人種の詳細な識別因子や場所或いは前住地のコー

ド、等である。これらの場合にはファイル上の詳細さはより大きい分類に統合

（Collapsing)すべきである。

秘密保持の理由から統合（或いは削除）される全ての項目を列挙する；

詳細さの故に統合する必要性に関して問題を持っているその他の全ての項目を列挙す

る；

1.2.6．関連項目（ContextualVariables）

関連項目及びそれらがコード化されるレベルを明らかにする

秘密保持の理由から統合（或いは削除）される関連項目の全てを列挙する

詳細さの故に統合する必要性に関して問題を持っている全ての関連項目を列挙する

1.3外部ファイルと照合する可能性に伴う秘密漏洩の危険

このファイル上のミクロデータと外部ファイルのデータとを照合する潜在的可能性を

低める為の努力がなされなければならない。何故なら、外部ファイルは通常氏名と住

所を持っており、被調査者を識別するのに使う事が出来るからである。当該調査で高

度に特別の属'性を持っており、それが他の行政機関が持っている宛名リストや行政記

録にもある場合には、このような照合は可能になるであろう。例えば、特定の地域標

識と一緒に車のメーカー、型、及び年式を含めることは、これらの項目が、氏名と住

所を含んだ自動車登録簿と照合出来るので受け入れられない。これらの項目は、もし、

大型の耐久財（例えば航空機）の購入者につい大部分のメーカーのリストに記録され

ているのであれば、ファイルに残されていてもかまわないであろう；幾つかの州での
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選挙人名簿；州或いは地方徴税記録；刑法裁判記録；州狩猟及び漁業免許記録；ある

業界団体の会員名簿。

もし、ある統計調査の標本抽出枠がセンサス局外の資料から得られた場合には、照

合はかなりの程度可能となる。標本抽出枠を提供した機関は調査の記録と元の記録と

を照合することができ、特に調査の記録に元の機関のデータと同じ項目がある場合に

そうである；例として、受領している福祉施策の金額、福祉施策受領年月日。

1.3.1．外部ファイル

1.3.1.1．この提案しているファイルに含まれるデータを持つ行政記録或いは宛先リスト

があることを知っていますか？

はい－－そのリストを記入；

いいえ

1.3.1.2.利用できる情報に基づいて、ファイル上の何れかのデータ項目が、識別可能な

地域に１つきりない特定のタイプの施設の中での住所を識別することにならない

か？

はい－－施設のタイプを記す；

いいえ

1.3.1.3提案されているファイルに含まれる標本のうちセンサス局以外の処から提供

されたリストから抽出されたものはないか？

はい－－その出所を示し、どのように、また誰がそのリストから抽出した

かを明らかにする；

いいえ

1.3.2.照合（Maching）

外部のファイルが存在するとき調査データとこのファイルとの照合の可能性を低め

る為に幾つかの方策が取られる；例えば、項目を選び出し、削除するかコードの付け

替え（recode）、或いは「ノイズ」（少量の無作為数）をこれらの項目に入れてやる。

委員会は、照合の潜在的可能性を十分に減らす為にこれらの方策のうち何れが取られ

るべきかを事前に指定することは出来ない。しかしながら、外部データベースとの照

合の可能性が存在しているとき、ファイルを公表することに伴う危険を決定するに当

たって委員会は幾つかの要素を考慮する；１）照合目的に利用出来る項目の数、２）

照合を行うのに必要とされる諸資源（時間、人手、金等）、３）データの古さ、４）

外部ファイルへのアクセスの可能性、ファイルの信頼性、完全性、及び、５）そのデ

ータの秘密性或いは特異｣性。照合を容易にする幾つかの要素が以下に示されており、

照合の可能性を減らす為ファイルが公表される前に取られる方策についての情報が求
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められている。（注；照合に使われる外部ファイルの存在を全く知らなくても、この

情報は必要である。）

照合は以下の場合容易になる--

1.3.2.1..．もし、如何なるデータ項目や項目の組み合わせが小さなすぐに見分けられる

集団を区別することができる場合。集団の非常に小さな部分を分けるようなコー

ドを含めることは避けるべきである；例えば、インディアン族或いは高度に特殊

な地域と結びついた細分した職業。通常、人は、ファイルやリストの上で幾つも

の項目が一緒に示されない限り、一度に２つ以上の項目を考えることはしない。

例えば、年齢と'性は外部ファイルの上で一緒に示されがちであるが、出生国や職

業はそうでもない；従って、まれに起こる、例えばロシア生まれの建築家を保護

する必要はない。

提案されているファイルに含まれている少数のすぐに見分けられる集団を区別するデ

ータ項目を列挙する。

この理由から変更された（削除、コードの付け替え、ノイズを加える）データ項目の

全てを列挙する。

1.3.2.2...．もし、ファイルに集団の中の全ての者が含まれる場合（例えば確率>0.5)。

例；大規模雇用者、高額所得者、医師、特別のタイプの科学者、ある種のタイ

プの施設入居者。データを公表する前に更なる副次標本抽出がある種の層につ

いて必要になることが屡々ある。

これらの集団が、もし、ファイルにあるならば明記し、どうのように副次抽出がなさ

れるか記すこと。

1.3.2.3..．もし、ファイルに記録或いはその他の資料から得られた情報を含み、その情

報が個人の識別因子か詳細な地域情報を持つ外部ファイルとリンクするのに役

立つものである場合。この例として、公益企業の燃料消費あるいは費用の記録；

１０年毎のセンサスから得られる近隣、小地域特'性情報；政府機関の福祉或いは

社会保障データ；警察庁の逮捕記録；年金や健康保険のような被用者に与えら

れる給付金等を含む。

ファイルで提案されている項目のうち被調査者との面接から得たものでない全て

の項目を列挙する。
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この理由で変更されたか、削除された項目があれば全てしるすこと。

1.3.2.4..．もし、そのファイルに照合のため屡々使われるデータ項目、例えば、誕生日

の日付、性、及び人種、或いは、両方のファイルで同一であるようなデータ項

目、例えば、きちっとした所得額、不動産税やその他の税、或いは政府支援の

施策への加入日或いは停止日等の場合。

もし、このような項目があれば記入する。

もし、この理由から変更したり削除した項目があれば全て記入する。

1.3.2.5..．もし、時系列データ(Longitudinaldata)が収集されている場合、即ち、もし、

同一の報告者に対するデータが幾つかの異なる調査対象期間について収集され

ている場合。最大の関心事は、外部の記録と照合することが出来る時系列のデ

ータ項目に関することである；即ち、例えば、所得税或いは雇用記録がそれで

ある。

もし、同じ報告者から二度以上データが集められているならば、面接の頻度、

１つの調査単位が標本に含まれている期間、及びある期間から次の期間へと標

本を照合することの可能性に影響する要素を示す。

．もし、かなり特殊な地域がファイルに含まれている場合；例えば、州、ＳMSA

等。（この地域は人口の統計表に示されてなければならない。）

、このファイルと外部データとを照合する可能性を減らすもので、これまで述

べてこなかった点があれば記述する；例えば、データの信頼性の無いこと、

又は、作為しなくても入っているノイズ等。

1．３．２．６．

1．３．２．７．

1.3.3.属性の特異な組み合わせを識別する組み合わせ集計表(crosstabulation）

1.3.3.1.組み合わせ集計表が特異な属性の組み合わせを明らかにするのに役立ちました

か？

もし、いいえ、であれば1.4に飛びなさい。

1.3.3.2.その結果はどうだったですか？

1.3.3.3．この結果から秘密漏洩の危険を減らすため何か追加的な方策を講じますか？
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1.4．ノイズ(Noise）

1.4.1データに何らかのノイズを加えましたか？

もし、いいえ、であれば1.5.に飛ぶこと。

1.4.2．データにノイズを加えるのにどのような手続きをとりましたか？その手続きの

特徴を記述すること（例えば、影響を受けるレコードのパーセント、ノイズの分布

等）。

幾つかの可能性：ランダムノイズ、レコード交換(recordswapping)、順位交換

（rankswapping)，ブランキングと代入法(imputation)。

1.4.3．ノイズを加えたデータを元のデータに引き戻し比べることを試みましたか？

もし、いいえ、であれば1.5.にとびなさい。

1.4.4．それはどのようにしてやりましたか、また、照合の成功率はどのくらいでしたか？

1.5．編集されたデータ（報告者から提供されたデータを修正したもの）および代入され

たデータ（未報告のため作り出されたデータ）はそれ自身がノイズを加えたことにな

る。編集と代入の操作はファイルの秘密漏洩の危険を減らすことになる。もし、デー

タの値が分かるならば、この節の質問に答えなさい。

1.5.1．少なくとも編集されたデータを含んでいるのはレコードの何パーセントか？

1.5.2．編集されているデータは全体の何パーセントか？

1.5.3．少なくとも１つの代されたデータ項目を含むのは全体の何パーセントか？

1.5.4．代入されたデータは全体の何パーセントか？

1.6．その他の問題

1.6.1.高率（ｐ＞0.5）で抽出された標本の全てを含むファイルは、その１部だけを副

次抽出したものよりも秘密漏洩につながりがちである。例えば、ある人が特定の調

査に参加したことを知られていれば、全ての標本がそのファイルで利用できると想

定して、その人の記録をその対応するミクロデータファイルから見つけだす事が出

来ると推測する事が出来よう。

このファイルは標本の全てを含んでいるか？

全て

標本の副次抽出（もしそうであれば、標本抽出率の範囲）

1.6.2．統計調査の管理者は、一般使用ファイル(publicusefile)から除かれている部分
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を含む内部用ファイルから特別製表を行った場合、秘密保持の問題が起こりうるこ

とを知っていなければならない。例えば、その統計表は一般使用ファイルに含まれ

ていない特定地域について示すこともあるし、そのファイルの複数の項目から組み

合わせ集計表を作るかもしれない。委員会は、これらの製表を評価するための手続

きを示したガイドラインを作成した。これらのガイドラインを参照されたい（「一

般使用ミクロデータが利用可能である場合の潜在的な秘密漏洩の危険」）。また、

一般使用ファイルで使用出来ない部分を使った統計表を公表することを計画してい

るならば、当委員会に相談されたい。

1.6.3．簡単にサンプルデザインについて記述する；

１）層別、集落、多段抽出を含み、また、各段で確率0.5以上をもって抽出された単位

の記述を含む、

2）提案された抽出単位の比較及び対照、調査単位、研究する上での分析の単位、

3）サンプルデザインの情報（一般に知らせるか否かを問わずサンプル計画および推

計値）を説明する、

4）ファイルのレイアウト或いは反復法によって提案されている如何なるnesting

variancesをも潜在的に明らかにする標本分散を使用者はどのように推計するかを記

述する。

3２



付表１．米国連邦政府1995年度統計機関に対する予算（議会承認済み）（単位百万ドル）

労働統計局

センサス局

国立教育統計センター(NationalCcnterfOrEducationalStatistics）

エネルギー情報庁（Enc｢gylnh〕rmationAdministration）

国立健康統計センター(NationalCcnlcriiorHeaIthStatistics）

国立農業統計サービス(NationalAgriculluralStatisticalScwice）

経済調査分析サービス（EconomicRcscarchService）

経済分析局（BurcauofEconomicAnaIysis）

所得統計部、内国歳入庁(StatisticsoflncomeDivision,IRS）

法務統計局（BureauofJusticcStalistics）

運輸統計局（BureauofT1ransporlalionStatistics）

11機関合計

352.9

278.

90.8

８４．７

８Ｌ５

８１．４

５３．９

４２．２

２５１

２４．１

１５．０

1,171.7

資料：ChangcinlheFedcralS1atisticalSyslembyJanelL・NORＷＯＯＤ

TheUrbmlnstilulePress，１９％
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